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東日本共通論題の背景と予想される議論の解説 

論題：日本は完全学校週５日制を廃止すべきである。 

 

全国教室ディベート連盟北海道支部 副支部長 岡山 洋一 

 

－論題の背景－ 

完全学校週５日制導入の経緯 

1986年 4月の臨時教育審議会の第２次答申
で、生涯学習のための学校、家庭、地域社会の

連携を推進する観点から、学校の負担の軽減や

学校週５日制への移行について検討していく

ことが提言されました。 
この提言を踏まえて、文部省は 1989年 8月
に調査研究協力者会議を設け、調査研究協力校

で調査研究を行い、1992年 2月に審議をまと
めました。その後、公立学校の休業日を規定し

た学校教育法施行規則を改正し、幼稚園、小学

校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校、養護

学校で、1992年 9月から毎月 1回土曜日を休
業日とする学校週 5日制を導入しました。 
さらに 1992年 4月から調査研究協力校など
で月 2回の土曜休業の研究を行い、1994年 10
月には、調査研究協力者会議を再開し、翌月に

審議をまとめました。そして、学校教育法施行

規則の一部を改正し、1995 年４月から、毎月
の第 2 土曜日及び第 4 土曜日を休業日とする
月 2回の学校週 5日制を導入しました。 
今後の教育の在り方について、1996年 7月
の中央教育審議会第 1 次答申「21 世紀を展望
した我が国の教育の在り方について」は、子ど

もたちや社会全体に「ゆとり」を確保する中で、

学校・家庭・地域社会が相互に連携し、子ども

たちに「生きる力」をはぐくむことを基本にし

て展開されていくべきとしています。 
この中央教育審議会答申などを踏まえ、従来

の教育課程全体の改訂・実施のスケジュールや

教科書の作成に要する期間を勘案して、2003
年度を目途に完全学校週 5 日制の実施を目指
すことにしていました。しかし、ゆとりある学

校生活の実現、心豊かな人間の形成、生きる力

の涵養などを図る観点から当初の予定を 1 年
早めて、2002年度から完全学校週 5日制を実
施することとしました。 
つまり学校週 5日制は、1992年 9月から月

1回、1995年 4月から月 2回と段階的に実施
され、2002年 4月から完全学校週 5日制が実
現しました。このように 10年をかけて、完全
学校週 5日制に移行したのです。 
 
完全学校週５日制の趣旨 

次に、完全学校週 5日制に移行した理由を見
てみましょう。「完全学校週５日制の実施につ

いて（通知）【13 文科初第 1000 号】」には以
下のように書かれています。 
「完全学校週５日制は、幼児、児童及び生徒

の家庭や地域社会での生活時間の比重を高め

て、主体的に使える時間を増やし、「ゆとり」

の中で、学校・家庭・地域社会が相互に連携し

つつ、子どもたちに社会体験や自然体験などの

様々な活動を経験させ、自ら学び自ら考える力

や豊かな人間性、たくましく生きるための健康

や体力などの「生きる力」をはぐくむものであ

る。」１ 
また、文部科学省のウェブページ『完全学校

週５日制』には次のように書かれています。 
「学校週５日制は、学校、家庭、地域社会の

役割を明確にし、それぞれが協力して豊かな社

会体験や自然体験などの様々な活動の機会を

子どもたちに提供し、自ら学び自ら考える力や

豊かな人間性などの「生きる力」をはぐくむこ

とをねらいとしています。子どもたちの「生き

る力」をはぐくむためには、豊かな体験が不可

欠です。自然体験などが豊富な子どもほど、道
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徳観や正義感が身についているという調査結

果も出ています。」２ 
今までの学校教育は、ともすれば画一的、硬

直的になりがちでした。その結果、家庭や地域

社会の教育力が低下し、学校教育に過度に依存

する傾向が見られます。その結果、学校、家庭、

地域社会の教育機能が十分発揮されていませ

んでした。 
その上今日の子どもたちは、自然体験や社会

体験がきわめて少なくなっています。学校や家

庭、地域社会が一体となって、子どもたちのた

めに、自然体験や社会体験を行うための場や機

会を増やし、子どもたちの自ら学び考える力、

豊かな人間性、たくましく生きるための健康や

体力をはぐくまなければなりません。 
 完全学校週 5 日制はこのような目的の下、
2002年 4月から実施されました。 
 
完全学校週５日制の評価 

このように完全学校週５日制は、他の国に例

を見ない長い時間をかけた慎重な検討を経て、

導入されました。当然この過程において学力の

問題についても十分に議論がなされてきまし

た。５日制は慎重に準備されたものであるとい

うだけではなく、臨時教育審議会が早くから提

起したように、我が国の経済社会の在り方の基

本的な変化を見通した新しい日本の社会づく

りのための教育改革の重要な一環であると言

えます。３ 
 その反面、完全学校週５日制は子どもたちの

ためのものではなく、単に社会的な情勢だった

という声もあります。そもそも学習以外の体験

や活動が本当に必要ならば、土曜日を休みにす

る必要はなかったとも言われます。学校で学習

以外の体験や活動をすれば良いだけだと言う

のです。 
社会における労働時間の短縮や週休２日制

は、民間企業で普及し拡大してきました。その

結果、勤労者の 95％が何らかの週休２日制を

採り、58％は完全週休２日制の企業に働いて
います。４ 
日本の多くの職業分野で土曜休日が進み、最

後に残ったものが学校でした。教員の週休２日

制をどうするかという問題です。こうして教員

の週休２日制が実現し、完全学校週５日制の導

入となった、という意見もあります。５ 
 
完全学校週５日制になって良かったのか？ 

文部科学省が 2003年に行った「完全学校週
5 日制の下での地域の教育力の充実に向けた
実態・意識調査」があります。2002年 4月以
降の生活の変化などについて、公立小学校の児

童、保護者と、中学生、高校生を対象に行った

ものです。 
当報告書によると、7割以上の児童・生徒は

「毎週土曜日が休みになってよかった」と考え

ており、小学生の保護者のほぼ半数は「子供が

友達と遊ぶことが増えた」と回答しています。

「家族と話をしたり、外出したりする」という

児童・生徒も増えました。一方「することがな

くてつまらないと思うことがある」という児

童・生徒も三、四割あり、こうした子供ほどテ

レビやゲームなどに多くの時間を費やしてい

ることが分かりました。６ 
 
 
－完全学校週 5日制の問題点－ 

 当初から批判もあったものの、こうして完全

学校週５日制は導入されました。2002 年の導
入から 3年以上たった今、あらためて問題点が
浮き彫りにされてきました。それと同時に「ゆ

とり」教育の弊害も叫ばれる様になってきまし

た。次に完全学校週 5日制の問題点を見ていき
ます。 
 
学力の低下 

「ゆとり」教育が学力の低下を招いていると

いうのは、以前からよく言われていました。完
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全学校週 5日制がそれに輪をかけ、学力低下を
招いたと言われています。 
ある調査では、今の小学生が 1982年の教室

で勉強していると仮定すると、4割近くは学習
が遅れ気味と判定されるということです。そし

て 20年前に比べ学力が低下し、できる子とで
きない子の「学力の分極化」も進んでいるよう

です。７ 
 完全学校週 5日制によって、いったいどのく
らいの学習時間が減少したのでしょうか。完全

学校週５日制導入にともない、週 2時間の授業
時間削減を行うとともに、3割ほどの内容削減
を行いました。この内容が新学習指導要領とし

て、2002年から実施されることになりました。 
週 2時間だけと考えると、それほど減ってい

ないような気もします。しかし過去と比較する

と、小学校の主要 4科目（国語・算数・理科・
社会）の時間は、ゆとり以前と比べると 3,941
時間から 2,941時間へ、ちょうど 1,000時間の
減少となります。中学校の主要５科目（4科目
に英語を加えたもの）では、2,240 時間から
1,565時間へと 675時間の減少となります。時
間数以上に教科内容の削減が行われているの

で、ゆとり以前から見ると教科内容は４割くら

い落ちることになります。８ 
学校週５日制と学力の問題は関係ないとい

う意見もあります。新学習指導要領の実施や総

合的な学習の時間が始まるために、教科の時間

が圧縮されることの議論は当然あってしかる

べきです。しかしこのことと学校週５日制は関

係ないと言います。実際 2002年に増える土曜
日の休みは、2001年と比べて、1年間で 14～
15 日に過ぎません。もしこの 14～15 日の土
曜日を授業しないことで重大な学力低下につ

ながるというのであれば、平日の授業日を増や

せば良いと言います。そう考えると、これは時

間の配分の問題であって、学力低下とは関係な

いことが分かります。９ 
 

社会的インフラ整備の遅れ 

現在の教育は、家庭や地域社会の教育力が低

下し、学校教育に過度に依存する傾向が見られ

ます。そして、現在の子どもたちは自然と触れ

合う機会や、社会体験がきわめて少なくなって

きています。 
たくましく生きるための健康や体力をはぐ

くむためには、学校や家庭、地域社会が一体と

なって、子どもたちのために、自然体験や社会

体験を行うための場や機会を増やさなければ

なりません。今の日本にそれだけの社会的イン

フラが整備されているのでしょうか。これから

増やしていくことは可能なのでしょうか。疑問

視する声も多々あります。 
しかし完全学校週 5 日制や総合的な学習の
時間の時間の実施が契機になって、急速に社会

教育施設等の学校へのサービスが拡充されつ

つあるという見方もあります。１０ 
 
「ゆとり教育」が教員の「ゆとり」を奪う 

「ゆとり教育」が逆に教員の「ゆとり」を奪

っているという見方があります。 
学校週５日制完全実施後の「教員勤務実態調

査報告」によると、「学校５日制が教員の仕事

からゆとりを奪っている」ということについて

は小中学校ともに 58％、過半数の教員が賛意
を表しています。 
教員にとってのゆとりの欠如は授業準備に

も影響を及ぼします。「忙しすぎて授業準備に

十分な時間を割けない」という意見は、小学校

で 78％、中学校で 82％ありました。これでは
子どもたちの「ゆとり」のために教員が逆に「ゆ

とり」をなくし、授業準備に影響を及ぼしてし

まいます。ひいては、授業自体にも影響し、子

どもたちを十分に指導できないという事態を

招きかねません。 
これは、現場の声に十分に耳を傾けないまま

進めてきた教育改革の実施の仕方に問題があ

ると言えます。１１ 



 4 

教育格差 

経済協力開発機構（OECD）の調査によると、
我が国の中学の授業時間数は先進国では最低

レベルの時間数で、新学習指導要領の導入によ

ってさらに顕著になってしまいました。文部科

学省は「今回の新学習指導要領で大幅に授業内

容を削減して、ゆとりをもって学習できるよう

にしたので、授業がわからない子ども、授業に

ついていけない子どもが減り、結果的に学力が

向上する」と言っています。しかしこれだけ教

えてもらえる時間が減れば、いくら内容を減ら

しても分かるようになるとは言えません。 
教えてもらえる時間の減少は、階層や地域に

よる教育格差を大きくしてしまいます。親がし

っかり教えられる家庭、塾に行かせられるだけ

の経済力がある家庭、塾が利用できる地域の子

どもは救われますが、これらの条件が整ってい

ないと、取り残される可能性があります。親の

階層や学歴が、子どもの学歴にそのまま引き継

がれる傾向が、年々顕著になってきていること

が明らかにされています。教育における階層の

二極分化がすでに始まっているのです。１２ 
これは公立学校と私立学校の授業時間数の

差にもつながっています。全国 10,415校の私
立学校について調査したものがあります（私立

学校における学校週５日制の実施状況につい

て）。それによれば、平成 14 年度から学校週
５日制を実施する私立学校は、小学校で69.2％、
中学校で 43.4％、高校で 58.9％にとどまって
います。とくに、大都市圏の中高一貫教育を行

っている進学校のほとんどが導入していない

のが現状です。１３ 
 現行の教育法制は、私立学校に学校週５日制

を強制できない仕組みになっています。学校教

育法施行規則をみると、公立学校の休業日につ

いては、①国民の祝日に関する法律に規定する

日、②日曜日および土曜日、③学校教育法施行

令第 29 条の規定により教育委員会が定める
日、と定めています（47条）。ところが私立学

校の休業日については「当該学校の学則で定め

る」（47 条の２）となっており、休業日をど
う定めるかは私立学校の主体的判断に委ねら

れています。１４ 
 私立学校の中には、土曜日に授業を行うこと

を売りにしている所もあります。こうして私立

学校と公立学校に通う学生間で教育格差が広

がっていきます。私立学校に通わせることがで

きる家庭は良いのですが、経済的に無理な家庭

は公立学校に通わせざる得なくなります。これ

は、国が保障している子どもの教育を受ける権

利を損なうものとも言えます。 
しかしこれについては反対意見もあります。

いわゆる偏差値の高い私立中学は一部に過ぎ

ません。現実には私立中学は底辺校の方が多い

のです。偏差値が 20 とか 27 とかいう私立中
学にどんどん子どもが入っているのが現状で

す。公立中学の方がお金もかからないし、レベ

ルも高いにもかかわらずです。これは、高校と

併設してあれば、受験を考えなくてすみ、躾を

徹底的にやってくれるからと考える親が多い

ことを意味しています。１５ 
 
少年犯罪の増加 

1960 年代から 1980 年代にかけて、先進諸
国では個性化、自由化、「ゆとり教育」をおこ

なってきました。しかし 1980年代の調査を見
ると、アメリカでは 18歳未満の家出は 100万
件を超え、15歳までに若者の 3分の 2は何ら
かの非合法のドラッグに手を出し、16 歳未満
の売春は 50万人を超してしまいました。15歳
から 19歳の自殺率も 3倍になりました。この
ように「ゆとり」教育の弊害が叫ばれる中、先

進諸国全体を見ると、学校の授業時間は増加の

傾向にあります。 
日本でもここ数年少年犯罪が増えています。

受験競争が激しくなった 1965年頃から少年の
検挙率が急増し、ゆとり教育を始めた 1977年
頃から非行や不登校の問題が顕在化するよう
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になりました。ただ単に学校のカリキュラムを

減らすことは、子どものメンタルヘルスに必ず

しも良くはないのです。１６ 
現状では子どもたちは「ゆとり」だらけで、

時間と若いエネルギーを持て余していると言

います。勉強しなくなったことで生じた「ゆと

り」は、小中学生ならテレビゲームに大半が費

やされ、高校生であればアルバイトや放課後に

繁華街を徘徊することに充てられているよう

です。１７ 
 
国際競争力の低下 

現在日本の各種産業の国際競争力が低下し

ています。GDP（国内総生産）など、日本は
アメリカについで 2 番目に大きな経済活動を
行っており、かつては大変優秀な国でした。し

かし経営に関する研究をしているスイスのあ

る機関が世界の主要な国々を調査した結果、世

界 49 カ国の中で日本の競争力は 26 番目でし
た。そして「高等教育が国の競争力にどれだけ

貢献しているか」という調査では、49カ国中、
最下位という結果が出ています。１８ 
 いかに日本の高等教育が国際競争力に貢献

できていないのかが分かります。このまま学力

の低下が進めば、日本の国際競争力は落ち続け、

国力が落ちてしまうことにもなりかねません。

教育政策、教育システムの再考を迫られている

時と言えます。 
 
以上のように、完全学校週 5日制には問題が

ありそうです。このように問題の多い完全学校

週 5 日制を廃止する理由を挙げるのが肯定側
の役割になります。つまり、問題点を解決する

ことがメリットになるわけです。 
それに対して否定側は、完全学校週 5日制を
存続させる理由を述べます。現状維持、つまり

完全学校週 5日制を維持し、「ゆとり」教育を
維持します。教育問題は何か方策を行うとすぐ

に結果が出るというものではありません。その

辺を良く考えて、肯定側、否定側の議論を考え

る必要があります。より良いディベートを目指

して頑張ってください。 
                                                   
１ 『2002/03/04 完全学校週５日制の実施につ
いて（通知）【13文科初第 1000号】』 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/14/
03/020313.htm 

２ 文部科学省のウェブページ『完全学校週５
日制』 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/we
ek/index_c.htm 

３ 吉武弘喜氏「学校週五日制の考え方を生か
す教育課程」『初等教育資料』2003年 1月号 

４ 厚生労働省「平成 13年度就労条件総合調査」 
５ 若月秀夫「土曜補習をする前にやるべきこ
と」『論座』2002年 5月号 

６ 「文部科学省委託調査 「完全学校週 5日制
の下での地域の教育力の充実に向けた実

態・意識調査」報告」『総合教育技術』2003
年 6月号 

７ 日本経済新聞 2002年 9月 23日号 
８ 小堀桂一郎『「ゆとり教育」が国を滅ぼす』
（小学館、2002年） 

９ 寺脇研「教育改革がもたらす新しい学び--
学力低下への懸念を払拭する」『季刊教育法』

2002年 6月 
１０ 吉武弘喜「学校週五日制の考え方を生かす
教育課程」『初等教育資料』2003年 1月号 

１１ 苅谷剛彦「「教育改革下の教員たち:その勤
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